
監査告示第１２号

令和４年７月２５日

鹿児島市監査委員  内 山    薫

同         小 迫  義 仁

同         志 摩  れい子

同         大 森    忍

   平成２９年度包括外部監査の結果に関する措置について（公表）

地方自治法第２５２条の３８第６項の規定に基づき、包括外部監査の結果に基づく措置を講

じた旨の通知がありましたので、同項の規定により公表します。

記

平成２９年度包括外部監査

特定の事件（監査テーマ）

「水道事業、工業用水道事業及び公共下水道事業の財務に関する事務の執行及び経営に

係る事業の管理について」

指摘事項等 担当局部課名 措  置

第４部 指摘及び意見

１.経営計画等について

(2)指摘及び意見

1)定量的な目標設定の必

要性について

(意見)

国の示す「水道ビジョン」

や「経営戦略」においては

定量的な数値目標の設定と

管理が奨励されているが、

現段階の市水道局の経営計

画等においては、定量的な

数値目標の考慮、複数設定

による多面的な分析が不足

している。

水道局

総務部

経営管理課

令和３年度に策定した「鹿児島

市上下水道ビジョン」及び「第２

期鹿児島市上下水道事業経営計画

」において、複数の定量的な数値

目標を設定した。

経営計画は、ＰＤＣＡサイクル

に基づき、進捗管理を踏まえ、計

画の目標値と実績値の乖離状況に

ついて検証を行い、３年ごとに見

直しを行うこととしている。

また外部への公表としては、議

会への報告やホームページ等に掲

載することで、市民への周知を行

っている。



今後の計画更新の際には、

適切な現状分析と将来試算

とに基づき複数の定量的な

数値目標を設定し、評価・

検証に具体性・客観性を持

たせることによりＰＤＣＡ

サイクルがより働くように

することが必要である。同

時に外部への公表等も積極

的に導入・実施すべきであ

る。

（Ｐ50）

第４部 指摘及び意見

２.水道施設・管路等の老

朽化等について

(2)指摘及び意見

1)老朽化等に関する積極

的な情報開示の必要性に

ついて

(意見)

老朽化の問題に関し、公表

された経営計画、経営比較

分析表、業務指標並びに鹿

児島市水道ビジョンにおい

て触れてはいるが、情報が

断片的であり専門用語も多

く、一般の市民にとって必

ずしもわかりやすい情報と

はなっていない。老朽化の

現状と対策について、市民

にわかりやすく適時に情報

提供することが有用と考え

る。

（Ｐ69）

水道局

総務部

経営管理課

水道局

水道部

水道管路課

水道局

下水道部

下水道管路課

水道施設・管路等の老朽化の状

況については、令和３年度に新た

に策定した「鹿児島市上下水道ビ

ジョン」及び「第２期鹿児島市上

下水道事業経営計画」において、

グラフなども活用して、一般の利

用者に分かりやすい表現で説明を

行っている。

また、毎年２回開催する「水道

事業及び公共下水道事業経営審議

会」においても、老朽化に関連す

る審議もされている。（Ｒ３年５

月、１２月）

上記の内容について、いずれも

ホームページで公表している。

第４部 指摘及び意見

４.入札・契約業務につい

て

(2)指摘及び意見

5)物品購入契約の業者指

名時の確認作業について

（意見）

物品購入契約の指名業者選

定に際して、登録業者すべ

てに対象物品の取扱いの有

無を照会しているが、物品

によっては照会件数が膨大

になり、またファックス等

の手段によっているので非

水道局

総務部

経理課

取扱い有無の照会件数が膨大に

なる案件は、年間数件程度である

ため、公正公平性を保つととも

に、受注機会の均等化を図るた

め、これまでどおりの対応とす

る。

電子メールの活用については、

登録業者数が約 1，500 あり、情報

の収集、入力及びその管理につい

て事務量が増大することとなるた

め、これまでどおりの対応とす

る。



効率である。閲覧見積合わ

せに参加する業者に絞るな

ど、公平性を損なわない範

囲で照会する業者の絞り込

みを行うことや、電子メー

ル等の活用により、事務の

効率化を図るべきである。

(Ｐ101)

第４部 指摘及び意見

６.施設往査

(4)指摘及び意見（公共下

水道事業）

3)災害用備蓄資材の管理

について（谷山処理場）

(意見)

倉庫入口における「災害用

備蓄資材保管一覧表」の掲

示や資材名称の入ったシー

ルの貼付について、実施さ

れている施設とそうでない

施設があった。災害等緊急

時に即座に誰もが発見でき

るように管理される必要が

ある。実地棚卸時等におい

て留意するとともに、他施

設の優れた管理方法を局全

体として採用し統一を図る

ことが必要である。

(Ｐ126)

水道局

下水道部

下水処理課

下水処理課の他の施設と同様

に、谷山処理場の保管倉庫の入口

に「災害用備蓄資材保管一覧表」

や「資材名称シール」を貼付し

た。

なお、他課についても同様の管

理方法に統一した。

第４部 指摘及び意見

７.会計関連について

(2)指摘及び意見

8)災害用備蓄資材の買い

替え時の会計処理につい

て

(指摘)

災害用備蓄資材は貯蔵品と

してたな卸資産を構成する

が、買い替えについて会計

処理上の資産計上や棚卸明

細表への反映がなされてい

ない事例があった。買い替

え時にはたな卸資産として

適正に計上すべきである。

(P142)

水道局

下水道部

下水処理課

平成３０年度以降新たな買い替

えはないが、予算執行運用基準に

て、貯蔵品の受入、支払の処理に

ついて示しており、これに基づい

て適正な会計処理を行うこととし

ている。



第４部 指摘及び意見

７.会計関連について

(2)指摘及び意見

9)年度末のたな卸資産の

評価の検討について

(指摘)

実地たな卸ではたな卸資産

の実在性の検証のみが行わ

れ、評価の妥当性の検討は

なされていない。

たな卸資産の中には時の経

過とともに劣化する物も含

まれているため、実地たな

卸時にはたな卸資産の評価

の妥当性まで検討し、劣化

しているものがあれば原則

として資産減耗費として会

計処理すべきである。

(Ｐ143)

水道局

水道部

配水管理課

水道局

下水道部

下水道管路課

下水処理課

たな卸資産については、実地た

な卸日に目視にて機能及び品質の

低下はないことを確認している。

今後、機能及び品質の低下が生

じた場合は、適切に会計処理を行

う。

第４部 指摘及び意見

７.会計関連について

(2)指摘及び意見

14) 利息の計上方法につ

いて

（意見）

損益計算書における受取利

息、支払利息は現金主義で

計上されており発生主義で

ある経過勘定の適用を行っ

ていない。発生主義に基づ

く計上が求められるが、そ

の金額に重要性がない限

り、現状のように現金主義

のままで計上する余地もあ

る。ただ、そのためには、

重要性を判断するための試

算とともに発生主義を適用

しない判断に至る理由を明

示した資料を作成する必要

がある。

(Ｐ150)

水道局

総務部

経営管理課

経理課

企業債利息の取扱いについて

は、「地方公営企業実務提要 ５

経理の方法（6）費用」に、「企業

債の利息の支払は年次償還表によ

って行うが、期間損益計算を乱す

ものでない限り、未払費用勘定を

設けず、実際に支払った利息の額

を当該年度の費用として計上する

のみでよい。」と記載されてい

る。

上下水道事業の過去 3 か年の支

払利息（現行：現金主義）と発生

主義に基づく積算額を比較する

と、現金主義と発生主義による差

額が純利益に与える影響は 1％未

満となっており、期間損益計算に

大きな影響を与えるものではない

ことから、現行の会計処理を継続

することとする。受取利息につい

ても同様の扱いとする。

第４部 指摘及び意見

８.浄水発生土の処理につ

いて

(2)指摘及び意見

1) 浄水発生土の処理方

法について

（意見）

水道局

水道部

配水管理課

浄水発生土は、法面保護材とし

て横井埋立処分場で利用している

ほか、グラウンド用材を製造して

いる会社へ売却しているなど現在

も１００％有効利用されている。

また、ホームページに新たな有

効利用事業者の募集について掲載



現状では浄水発生土の有効

利用率は 100%で推移してお

り、大部分は鹿児島市横井

埋立処分場の法面保護に利

用されているが、受け入れ

に関する今後の見通しが不

透明な面がある。

仮に横井埋立処分場の受入

許容能力の限界に達した結

果、受入れが終了し、他に

有効利用する方法がなく、

提供している分の発生土を

産業廃棄物として処理する

とした場合、多額の処分費

用が発生する。このような

問題点が顕在化する前に、

今から代替的な有効利用の

方法はないかどうか、様々

な観点から検討する必要が

ある。

(Ｐ153)

している。

なお、新たな有効利用について

の調査等を行うことを「鹿児島市

上下水道ビジョン」及び「第２期

鹿児島市上下水道事業経営計画」

に明記している。


